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営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
2021年12月中間期 495 △3 △656 855
2020年12月中間期 487 - △644 843

2021年６月期 846 △2 △825 1,019

（％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

１口当たり
分配金

（利益超過
分配金は
含まな
い）

１口当たり
利益超過
分配金

１口当たり
分配金

（利益超過
分配金
を含む）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円 円
通期 1,072 △0.2 249 △3.1 183 2.5 182 2.5 1,750 2,195 3,945

①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②　①以外の会計方針の変更 ： 無

③　会計上の見積りの変更 ： 無

④　修正再表示 ： 無

2021年12月中間期 102,966口 2020年12月中間期 102,966口 2021年６月期 102,966口

2021年12月中間期 0口 2020年12月中間期 0口 2021年６月期 0口

(3）キャッシュ・フローの状況

２．2022年６月期通期の運用状況の予想（2021年７月１日～2022年６月30日）

（参考）１口当たり予想当期純利益（予想当期純利益÷予想期末投資口数）

（2022年６月期通期）1,770円

（注）  利益超過分配金については、本投資法人が妥当と考える現預金を留保した上で、本投資法人の財務状態に悪影響

を及ぼさない範囲で、当該計算期間の減価償却費の40％に相当する金額を目途として、毎計算期間継続的に実施

する方針です。

※　その他

(1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(2）発行済投資口の総口数

①　期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む）

②　期末自己投資口数

（注）  １口当たり中間（当期）純利益の算定の基礎となる投資口数については、22ページ「１口当たり情報に関す

る注記」をご参照ください。

※　中間決算短信は公認会計士又は監査法人の中間監査の対象外です。



営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

１口当たり
分配金

（利益超過分
配金は含ま

ない）

１口当たり
利益超過
分配金

１口当たり
分配金

（利益超過分
配金を含

む）
百万円 百万円 百万円 百万円 円 円 円

2023年６月期 1,065 260 198 197 1,895 2,200 4,095

2024年６月期 1,059 253 194 193 1,860 2,205 4,065

2025年６月期 1,052 251 196 195 1,875 2,010 3,885

2026年６月期 1,046 230 179 178 1,715 1,825 3,540

※参考　2023年６月期から2026年６月期の運用状況の予想（2022年７月１日～2026年６月30日）

　本投資法人は、2017年６月期を初年度とする10か年の運用状況及び分配金の予想を、上場市場においては初めて

策定し、開示しています。直近（2017年11月28日）に開示しました運用状況及び分配金の予想（既に終了した決算

期を除きます。）は以下のとおりです。

※　特記事項

　本書に記載されている運用状況の見通し等の将来に関する記述は、本投資法人が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提条件に基づいており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる可能性があり

ます。また、本予想は分配金及び利益超過分配金の額を保証するものではありません。2022年６月期通期の運用状況

の予想の前提条件については、６ページ「2022年６月期通期（2021年７月１日～2022年６月30日）運用状況の予想の

前提条件」をご参照ください。また、2023年６月期から2026年６月期の運用状況の予想の前提条件については、2017

年11月28日に開示しました「投資口の分割および１口当たり分配金の予想の修正のお知らせ」をご参照ください。

本投資法人は2022年２月14日に中間決算説明会を開催します。なお、当日使用する中間決算説明資料については、

本書と同時に開示するとともに本投資法人のホームページに掲載します。
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１．運用状況

(１）運用状況

①当中間期の概況

（イ）投資法人の主な推移

　本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を

含みます。以下「投信法」といいます。）に基づき、いちご投資顧問株式会社（以下「本資産運

用会社」といいます。）を設立企画人とし、また、いちご株式会社をスポンサーとして2016年６

月24日に設立（出資額300百万円、発行投資口数3,000口）され、同年12月１日に株式会社東京証

券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）インフラファンド市場に上場しました（銘柄

コード9282）。上場に伴う一般募集（公募）及び第三者割当増資により、48,483口の新投資口を

発行（発行総額4,654百万円）し、借入れによる調達（借入金額6,952百万円）と併せて、太陽光

発電施設（注１）の取得（13発電所、総パネル出力（注２）25.83MW、取得価格（注３）合計

10,018百万円）を行い、実質的な運用を開始しました。

　また、翌年2017年７月には、借入れによる調達（借入金額1,475百万円）と手元資金により、

山口県に所在する太陽光発電施設を取得（２発電所、総パネル出力3.60MW、取得価格合計1,469

百万円）し、中国地域へのポートフォリオを拡充させました。

　当中間期末時点では、15発電所、総パネル出力29.43MW、取得価格合計11,487百万円のポート

フォリオを有しています。

　なお、2021年12月31日現在の発行済投資口の総口数は102,966口となっています。

(注１)  「太陽光発電施設」とは、本投資法人の取得対象となり又はなり得る太陽光発電設備

(※１)及び敷地等(※２)も取得する場合は当該敷地等を総称していいます。また、本投

資法人が投資・取得し運用するものとされる太陽光発電施設について言及する場合、

「太陽光発電施設」には、本投資法人の運用資産の裏付けとなる太陽光発電施設を含む

ものとします。以下同じです。

(※１)  「太陽光発電設備」とは、再生可能エネルギー発電設備のうち、太陽光をエネ

ルギー源として発電を行うものをいいます。以下同じです。

(※２)  「敷地等」とは、本投資法人がそれを設置、保守、運用するために必要な土

地・建物、土地・建物の賃借権又は土地の地上権をいいます。以下同じです。

(注２)   「パネル出力」とは、各発電設備に使用されている太陽光パネル１枚当たりの定格出

力（太陽光パネルの仕様における最大出力をいいます。）をパネル総数で乗じて算出さ

れる出力をいい、ここではイー・アンド・イーソリューションズ株式会社作成のテクニ

カルレポート（※）の記載等に基づき、太陽光発電施設における太陽電池モジュールの

最大出力を記載しています。なお、実際の発電出力は、太陽光発電施設の太陽電池モジ

ュール容量とPCS（パワーコンディショナー）容量のいずれか小さい方の数値となるた

め、パネル出力よりも小さくなる可能性があります。以下同じです。

(※)   「テクニカルレポート」とは、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO）がまとめた年間時別日射量データベース等を基礎として公認会

計士が設備価格を算出する際に用いる想定キャッシュ・フローの基となる発電量

予測や修繕計画を専門業者が調査し、その結果を報告した書類をいいます。以下

同じです。

(注３)   「取得価格」は、取得に係る諸経費、固定資産税・都市計画税相当額の精算分及び消

費税等（消費税及び地方消費税をいいます。以下同じです。）相当額を含まない発電設

備等売買契約書の売買金額を記載しています。以下同じです。
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（ロ）投資環境と運用実績

ａ.投資環境

　当中間期におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が徐々に緩和さ

れる中で、このところ持ち直しの動きがみられます。先行きについては、供給面での制約や原材

料価格の動向による下振れリスク、新型コロナウイルス感染症の変異株の流行をはじめとする感

染症による内外経済への影響や、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要があるもの

の、経済活動が正常化に向かう中で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、持ち直してい

くことが期待されています。

　本投資法人が属するグリーンエネルギー（注）を取り巻く環境においては、「第５次エネルギ

ー基本計画」で再生可能エネルギーを「主力電源」と位置づけ、「2030年のエネルギーミック

ス」（2015年７月経済産業省決定）の確実な実現へ向けた取り組みがなされています。

　2020年６月には再エネ特措法の改正を含む、「強靭かつ持続可能な電気供給体制の確立を図る

ための電気事業法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第49号）が成立し、固定価格買取制

度（Feed-in Tariff：FIT制度）に加え、新たに市場価格を踏まえて一定のプレミアムを交付す

る制度（Feed-in Premium：FIP制度）の創設、系統整備に係る賦課金制度の創設、廃棄費用の外

部積み立ての原則義務化、認定失効制度の導入など、今後のエネルギーミックス達成のための制

度の整備が進められています。また、当該改正による改正事項ではありませんが、いわゆる発電

側課金の導入が検討されています。本投資法人の当中間期末時点における保有物件は既にFIT制

度による売電が開始されており、これらの物件については現在のFIT制度の枠組みが引き続き適

用され、現在の調達価格による売電を継続できる可能性が高いと考えられますが、今後の経過措

置等の動向について引き続き注視して参ります。

　2021年10月22日に閣議決定された「第６次エネルギー基本計画」では、2050年カーボンニュー

トラル（2020年10月表明）や、2030年度の温室効果ガスの排出量を2013年度と比べて46％削減す

る目標、さらに50％の高みを目指して挑戦を続ける新たな削減目標（2021年４月表明）の道筋を

示すことをテーマとしています。また、安全性の確保を大前提に、気候変動対策を進める中で

も、安定供給の確保やエネルギーコストの低減に向けた取り組みを進め、日本のエネルギー需給

構造が抱える課題を克服することも重要なテーマとしています。

　なお、本投資法人が上場している東京証券取引所インフラファンド市場には、本書の日付現

在、本投資法人を含めて７銘柄が上場しており、再生可能エネルギー発電設備等の市場も拡大

し、わが国のグリーンエネルギー自給や温室効果ガス排出量の削減への貢献が期待されていま

す。

(注)　「グリーンエネルギー」とは、「環境にやさしい（＝グリーン）」及び「エネルギー」か

らなるエネルギー源を表する造語であり、再生可能エネルギー源（再エネ特措法第２条第

４項に定義される意味によります。）を含みます。以下同じです。

ｂ.運用実績

　当中間期においては、新たな資産の取得又は保有資産の売却はありませんでした。

（ハ）資金調達の概要

　当中間期においては、新たな資金調達はありませんでした。なお、当中間期末において約定返

済（計253百万円）を行った結果、2021年12月末現在の借入金残高は5,622百万円となり、総資産

に占める有利子負債の割合（LTV）は58.2％となりました。

（ニ）業績及び分配の概要

　上記の運用の結果、当中間期の実績として営業収益527百万円、営業利益103百万円、経常利益

70百万円、中間純利益70百万円となりました。
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　本投資法人は１年決算であり、また、投信法上、投資法人に中間配当に相当する制度がないた

め、当中間期において分配を行うことはできません。分配については、通期１年間の業績に基づ

き実施します。その際の分配金については、本投資法人の定める分配方針（規約第38条第１項）

に従い、租税特別措置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。）第67条の15第１項

に規定される「配当可能利益の額」の100分の90に相当する金額を超えるものとします。また、

本投資法人が妥当と考える現預金を留保した上で、本投資法人の財務状態に悪影響を及ぼさない

範囲で、当該計算期間の減価償却費の40％に相当する金額を目途として、利益を超えた金銭の分

配（出資の払戻し）を原則として毎計算期間継続的に実施する方針とし、これにより投資主への

還元を行います。

②下期の見通し

（イ）新規物件取得（外部成長）について

　本投資法人は、2016年８月29日付のスポンサーサポート契約（その後の変更を含みます。以下

同じです。）等に基づき、スポンサーであるいちご株式会社及びその連結子会社（本資産運用会

社を含みます。以下、いちご株式会社及びその連結子会社を総称して「いちごグループ」といい

ます。）からの強力なサポートを活用することにより、資産の拡大を図る方針です。

　いちごグループは、大手ゼネコン、デベロッパー出身者を中心とした業界内の強固なネットワ

ークによる情報収集力と物件ソーシング力（注１）、一級建築士を有するいちご株式会社による

不動産開発能力等、グループの機能連携によるきめ細やかなサービス体制を強みとしています。

本投資法人は、今後、継続的にいちごグループの強力なサポートを活用して外部成長を図りま

す。

　また、いちごグループがこれまでの太陽光発電事業を通じて有している、地方公共団体、太陽

光発電事業を営む他の事業会社、ファンド運営会社、個人事業主等の第三者とのリレーションや

ネットワーク及び本資産運用会社がJ-REIT（注２）であるいちごオフィスリート投資法人、いち

ごホテルリート投資法人等の資産運用を通じて培ってきた独自のネットワークを活用し、積極的

にグループ外の事業者が開発した再生可能エネルギー発電施設（注３）の取得を検討すること

で、今後の本投資法人の外部成長に資するものと考えています。

(注１) 「ソーシング力」とは、投資対象となり得る資産情報の収集力及び資産取得に向けた交

渉力等の投資対象資産を取得するための総合的な力をいいます。

(注２) 「J-REIT」とは上場不動産投資法人をいいます。

(注３) 「再生可能エネルギー発電施設」とは、本投資法人の取得対象となり又はなり得る再生

可能エネルギー発電設備及び敷地等も取得する場合は当該敷地等を総称していいます。

また、本投資法人が投資・取得し運用するものとされる再生可能エネルギー発電施設に

ついて言及する場合、「再生可能エネルギー発電施設」には、本投資法人の運用資産の

裏付けとなる再生可能エネルギー発電施設を含むものとします。

（ロ）管理運営（内部成長）について

　本投資法人は、賃借人をして、メンテナンス業者（本投資法人が保有する再生可能エネルギー

発電設備の運営・維持管理業務のうち主たるものを行う業者をいいます。以下同じです。）に委

託し、オペレーター（運用資産の運営に関する事項を主導的に決定する者として東京証券取引所

の有価証券上場規程及び同施行規則に定める者をいいます。以下同じです。）であるいちごECO

エナジー株式会社を通じて、メンテナンス業者を管理・監督します。

　オペレーターであるいちごECOエナジー株式会社は、北海道及び沖縄を含む日本全国で稼働す

る太陽光発電施設（本投資法人の保有資産を含みます。）を、統合監視システムを用いてリアル

タイムに運営管理しています。その高い運営管理能力により早期に発電設備の故障を発見・修理

をすることで、発電ロスの低減を目指すとともに、保有資産の適切な設備の点検や修繕及び設備

- 4 -

いちごグリーンインフラ投資法人（9282）2022年６月期中間決算短信



営業収益 1,072百万円

営業利益   249百万円

経常利益   183百万円

当期純利益   182百万円

１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）     1,750円

１口当たり利益超過分配金     2,195円

１口当たり分配金（利益超過分配金を含む）     3,945円

更新を図ることにより、中長期的な視点から資産価値の維持・向上を図り、中長期的な収益の安

定を図ります。

（ハ）財務戦略について

　本投資法人の安定収益の確保及び運用資産の着実な成長のために、資金調達環境の動向を注視

しつつ、公募増資、借入金等の資金調達を検討します。また、今後資産の新規取得等の際に借入

金を調達する場合には、LTV水準等の指標を考慮しながら、金利の固定化、借入期間の長期化を

図るとともに、借入先の分散等によりバンクフォーメーションの拡充を進めていき、本投資法人

の財務基盤の強化を進めていきます。

（２）決算後に生じた重要な事実

　該当事項はありません。

（３）運用状況の見通し

　2022年６月期通期（2021年７月１日～2022年６月30日）の運用状況については、以下のとおり

見込んでいます。運用状況の前提条件については、後記「2022年６月期　通期（2021年７月１日

～2022年６月30日）運用状況の予想の前提条件」をご参照ください。なお、本投資法人は、発電

量の季節変動を勘案し、効率的な分配金を投資主に分配することを目的として、営業期間を毎年

７月１日から翌年６月末日までの１年としています。投資法人の投資口には株式の中間配当に相

当する制度がないため、本投資法人が投資主に対して行う金銭の分配は、監査を受けた年次計算

書類に基づき、分配可能な利益がある場合に年１回のみ行われます。

2022年６月期通期（2021年７月１日～2022年６月30日）

（注）上記予想数値は、一定の前提条件の下に算出した現時点のものであり、今後の再生可能エ

ネルギー発電設備等の取得若しくは売却、インフラ市場等の推移、金利の変動、新投資口

の発行、又は本投資法人を取り巻くその他の状況の変化等により、実際の営業収益、営業

利益、経常利益、当期純利益、１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）、１口当

たり利益超過分配金及び１口当たり分配金（利益超過分配金を含む）は変動する可能性が

あります。また、本予想は分配金及び利益超過分配金の額を保証するものではありませ

ん。
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項目 前提条件

計算期間 2021年７月１日～2022年６月30日（365日）

発行済投資口の

総口数

・本書の日付現在の発行済投資口の総口数102,966口を前提としており、2022年

６月30日までに新投資口の発行等による投資口数の変動がないことを前提と

しています。

・１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）、１口当たり利益超過分配金

及び１口当たり分配金（利益超過分配金を含む）は、予想期末発行済投資口の

総口数102,966口により算出しています。

運用資産

・本書の日付現在保有する太陽光発電所15物件を前提としています。

・2022年６月30日までの間に運用資産の変動（新規資産の取得、保有資産の処分

等）が生じないことを前提としています。

・実際には保有資産以外の新規資産の取得又は保有資産の処分等により変動が生

ずる可能性があります。

営業収益

・営業収益のうち売電収入に基づく賃貸事業収益については、運用資産の発電量

が発電量予測値（P50）（※１）であることを前提として算出しています。

・具体的には、基本賃料（発電量予測値（P85）（※１）に基づく想定売電収入

（※２）から発電設備運営に係る想定運営管理費用（※３）を控除）に、運用

資産の発電量が発電量予測値（P50）である場合の実績連動賃料（発電量予測

値（P50）に基づく想定売電収入（※４）から、想定運営管理費用及び基本賃

料を控除）を加算したものを基準に算出しています。なお、2022年６月30日ま

でに無補償の出力抑制が実施されないことを前提としています。

（※１）「発電量予測値（P50）」とは超過確率P（パーセンタイル）50の数値

として各保有資産のテクニカルレポートに記載された発電電力量をい

います。また、「発電量予測値（P85）」とは、超過確率P（パーセン

タイル）85の数値として各保有資産のテクニカルレポートに記載され

た発電電力量をいいます。

（※２）「発電量予測値（P85）に基づく想定売電収入」とは、超過確率P（パ

ーセンタイル）85の数値として各保有資産のテクニカルレポートに記

載された発電電力量に当該保有資産に適用される調達価格を乗じた想

定売電収入をいいます。

（※３）再生可能エネルギー発電設備の運営・維持管理に関する費用（メンテ

ナンス業者に対する報酬及び修繕費を含む。）、オペレーター報酬、

敷地等の地代、発電事業に関連して賃借人が負担する保険料、賃借人

の管理に関する費用（事務管理委託料及び税務報酬を含む。）、公租

公課、その他、発電事業、再生可能エネルギー発電設備、敷地等又は

賃借人に関する費用の合計額をいいます。基本賃料を算出する際に用

いる「想定運営管理費用」は、現時点におけるこれらの費用の想定額

を用いています。以下同じです。なお、修繕費については、資産毎に

本資産運用会社が、テクニカルレポートを基に各営業期間に必要と想

定した額を費用として計上しています。ただし、予想し難い要因によ

り修繕費が増額又は追加で発生する可能性があること、定期的に発生

する費用ではないこと等から、予想金額と大きく異なる結果となる可

能性があります。

（※４）実績売電収入の想定額は、超過確率P（パーセンタイル）50の数値とし

て各保有資産のテクニカルレポートに記載された発電電力量に当該保

有資産に適用される調達価格を乗じた想定売電収入を用いています。

　　  2022年６月期　通期（2021年７月１日～2022年６月30日）運用状況の予想の前提条件
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項目 前提条件

営業収益

・営業収益については、保有資産の賃貸事業収益を前提としており、保有資産の

売却を前提とはしていません。

・営業収益については、賃料の滞納又は不払いがないことを前提としています。

営業費用

・上述のとおり、再生可能エネルギー発電設備の運営・維持管理に関する費用等

の運営管理費用については、賃借人の売電収入から控除されるため、本投資法

人の営業費用とはなりません。

・営業費用のうち、減価償却費以外の固定資産税等については、各保有資産の前

所有者等より提供を受けた情報を勘案した上で、過去の実績値を基に、費用の

変動要素を反映して算出しています。

・一般に再生可能エネルギー発電設備の所有者に対しては、原則として、固定資

産税（償却資産税）が課税標準額の1.4％の税率により課されます。なお、保

有資産に係る固定資産税等の総額は2022年６月期においては75百万円を想定

しています。

・減価償却費については、付随費用等を含めて定額法により算出しており、

2022年６月期においては640百万円を想定しています。

営業外費用

・創立費・開業費については60か月間でそれぞれ定額法により償却する予定であ

り、創立費及び開業費の償却として2022年６月期においては0百万円を見込ん

でいます。

・支払利息及びその他融資関連費用として2022年６月期においては65百万円を見

込んでいます。

有利子負債

・2022年６月期末時点で5,438百万円の借入金残高があることを前提としていま

す。

・2022年６月期末の有利子負債総資産比率（LTV）は56.5％程度となる見込みで

す。

・LTVの算出にあたっては、次の算式を使用しています。

LTV = 有利子負債総額÷資産総額×100
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項目 前提条件

１口当たり分配金

（利益超過分配金は

含まない）

・１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定め

る金銭の分配の方針に従い、利益の全額を分配することを前提として算出して

います。

・賃借人の異動、発電設備等賃貸借契約の内容の変更に伴う賃料収入の変動又は

予期せぬ修繕の発生等を含む種々の要因により、１口当たり分配金（利益超過

分配金は含まない）は変動する可能性があります。

１口当たり

利益超過分配金

・１口当たり利益超過分配金は、本投資法人の規約及び本資産運用会社の社内規

程である運用ガイドラインに定める金銭の分配の方針に従い算出します。

・本投資法人は、長期修繕計画に基づき想定される各営業期間の資本的支出の額

に鑑み、長期修繕計画に影響を及ぼさず、かつ、資金需要（投資対象資産の新

規取得、保有資産の維持・向上に向けて必要となる資本的支出等、本投資法人

の運転資金、債務の返済及び分配金の支払い等）に対応するため、融資枠等の

設定状況を勘案の上、本投資法人が妥当と考える現預金を留保した上で、本投

資法人の財務状態に悪影響を及ぼさない範囲で、毎計算期間における減価償却

費の40％に相当する金額を目処として、利益を超えた金銭の分配（出資の払戻

し）を原則として毎計算期間継続的に実施する方針とします。

・2022年６月期は減価償却費の35.3％に相当する金額を想定しており、2022年６

月期における利益超過分配金総額及び１口当たり利益超過分配金はそれぞれ

226百万円、2,195円を見込んでいます。

その他

・法令、税制、会計基準、東京証券取引所の有価証券上場規程、一般社団法人投

資信託協会の規則等において、上述の予想数値に影響を与える改正が行われな

いことを前提としています。

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提

としています。
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（単位：千円）

前期
(2021年６月30日)

当中間期
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,019,227 855,295

営業未収入金 238,758 142,071

前払費用 49,625 17,594

流動資産合計 1,307,611 1,014,961

固定資産

有形固定資産

太陽光発電設備 11,544,559 11,546,800

減価償却累計額 △2,872,623 △3,191,296

太陽光発電設備（純額） 8,671,936 8,355,503

土地 208,820 208,820

有形固定資産合計 8,880,756 8,564,323

投資その他の資産

敷金及び保証金 10,000 10,000

長期前払費用 72,236 64,181

繰延税金資産 10 11

投資その他の資産合計 82,246 74,193

固定資産合計 8,963,003 8,638,516

繰延資産

創立費 595 -

開業費 208 -

繰延資産合計 804 -

資産合計 10,271,419 9,653,478

２．中間財務諸表
（１）中間貸借対照表
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（単位：千円）

前期
(2021年６月30日)

当中間期
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 6,623 -

１年内返済予定の長期借入金 437,312 444,277

未払金 39,738 21,728

未払費用 124 237

未払法人税等 705 698

未払消費税等 20,311 13,501

その他 1,984 2,221

流動負債合計 506,800 482,665

固定負債

長期借入金 5,438,101 5,177,998

固定負債合計 5,438,101 5,177,998

負債合計 5,944,902 5,660,663

純資産の部

投資主資本

出資総額 4,954,368 4,954,368

出資総額控除額 △805,708 △1,031,719

出資総額（純額） 4,148,659 3,922,648

剰余金

中間未処分利益又は中間未処理損失（△） 177,857 70,165

剰余金合計 177,857 70,165

投資主資本合計 4,326,516 3,992,814

純資産合計 ※１ 4,326,516 ※１ 3,992,814

負債純資産合計 10,271,419 9,653,478
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（単位：千円）

前中間期
自　2020年７月１日
至　2020年12月31日

当中間期
自　2021年７月１日
至　2021年12月31日

営業収益

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸収入 ※１ 527,032 ※１ 527,271

営業収益合計 527,032 527,271

営業費用

再生可能エネルギー発電設備等の賃貸費用 ※１,※２ 366,390 ※１,※２ 359,624

資産運用報酬 20,789 21,152

資産保管手数料 1,761 1,761

一般事務委託手数料 3,158 3,310

役員報酬 4,200 4,210

その他営業費用 31,245 33,844

営業費用合計 427,545 423,903

営業利益 99,486 103,368

営業外収益

受取利息 4 5

未払分配金戻入 781 624

営業外収益合計 786 630

営業外費用

支払利息 24,501 22,811

融資関連費用 9,554 9,554

創立費償却 6,168 595

その他 249 208

営業外費用合計 40,474 33,170

経常利益 59,797 70,828

税引前中間純利益 59,797 70,828

法人税、住民税及び事業税 690 699

法人税等調整額 △0 △1

法人税等合計 689 698

中間純利益 59,108 70,129

前期繰越利益 50 35

中間未処分利益又は中間未処理損失（△） 59,158 70,165

（２）中間損益計算書
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（単位：千円）

投資主資本

出資総額 剰余金

出資総額
出資総額
控除額

出資総額
（純額）

中間未処分利益
又は中間未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 4,954,368 △580,213 4,374,154 166,031 166,031

当中間期変動額

利益超過分配 △225,495 △225,495 －

剰余金の配当 － △165,981 △165,981

中間純利益 － 59,108 59,108

当中間期変動額合計 － △225,495 △225,495 △106,872 △106,872

当中間期末残高 4,954,368 △805,708 4,148,659 59,158 59,158

投資主資本

純資産合計
投資主資本

合計

当期首残高 4,540,185 4,540,185

当中間期変動額

利益超過分配 △225,495 △225,495

剰余金の配当 △165,981 △165,981

中間純利益 59,108 59,108

当中間期変動額合計 △332,368 △332,368

当中間期末残高 4,207,817 4,207,817

（３）中間投資主資本等変動計算書

前中間期（自　2020年７月１日　至　2020年12月31日）
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（単位：千円）

投資主資本

出資総額 剰余金

出資総額
出資総額
控除額

出資総額
（純額）

中間未処分利益
又は中間未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 4,954,368 △805,708 4,148,659 177,857 177,857

当中間期変動額

利益超過分配 △226,010 △226,010 －

剰余金の配当 － △177,822 △177,822

中間純利益 － 70,129 70,129

当中間期変動額合計 － △226,010 △226,010 △107,692 △107,692

当中間期末残高 4,954,368 △1,031,719 3,922,648 70,165 70,165

投資主資本

純資産合計
投資主資本

合計

当期首残高 4,326,516 4,326,516

当中間期変動額

利益超過分配 △226,010 △226,010

剰余金の配当 △177,822 △177,822

中間純利益 70,129 70,129

当中間期変動額合計 △333,702 △333,702

当中間期末残高 3,992,814 3,992,814

当中間期（自　2021年７月１日　至　2021年12月31日）
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（単位：千円）

前中間期
自　2020年７月１日
至　2020年12月31日

当中間期
自　2021年７月１日
至　2021年12月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 59,797 70,828

減価償却費 318,550 318,673

創立費償却 6,168 595

受取利息 △4 △5

支払利息 24,501 22,811

営業未収入金の増減額（△は増加） 93,515 96,686

前払費用の増減額（△は増加） 37,475 32,030

長期前払費用の増減額（△は増加） 8,054 8,054

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,113 △6,810

営業未払金の増減額（△は減少） △6,539 △5,823

未払金の増減額（△は減少） △18,509 △18,010

その他 △127 △416

小計 512,769 518,616

利息の受取額 4 5

利息の支払額 △24,378 △22,697

法人税等の支払額 △675 △706

営業活動によるキャッシュ・フロー 487,719 495,217

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 - △3,041

投資活動によるキャッシュ・フロー - △3,041

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △253,849 △253,138

利益分配金の支払額 △165,695 △177,442

利益超過分配金の支払額 △225,107 △225,527

財務活動によるキャッシュ・フロー △644,652 △656,108

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △156,933 △163,932

現金及び現金同等物の期首残高 1,000,507 1,019,227

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 843,573 ※１ 855,295

（４）中間キャッシュ・フロー計算書
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（５）継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

１．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産

定額法を採用しています。

なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりであり、

固定価格買取制度の残存期間と同等の月数です。

太陽光発電設備　　　　　202か月～226か月

（２）長期前払費用

定額法を採用しています。

２．繰延資産の処理方法 （１）創立費

定額法（５年）により償却しています。

（２）開業費

定額法（５年）により償却しています。

３．収益及び費用の計上基準 （１）収益に関する計上基準

本投資法人の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義

務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識

する通常の時点）は以下のとおりです。

　再生可能エネルギー発電設備等の売却

　再生可能エネルギー発電設備等の売却については、再生可能

エネルギー発電設備等の売却に係る契約に定められた引渡義務

を履行することにより、顧客である買主が当該再生可能エネル

ギー発電設備等の支配を獲得した時点で収益計上を行います。

（２）固定資産税等の処理方法

　保有する再生可能エネルギー発電設備等に係る固定資産税、

都市計画税及び償却資産税等については、賦課決定された税額

のうち当該計算期間に対応する額を賃貸費用として費用処理す

る方法を採用しています。

　なお、再生可能エネルギー発電設備等の取得に伴い、本投資

法人が負担すべき初年度の固定資産税等相当額については、費

用として計上せず再生可能エネルギー発電設備等の取得原価に

算入しています。

４．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理

を採用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ取引

ヘッジ対象　借入金金利

（３）ヘッジ方針

本投資法人はリスク管理規程に基づき、投資法人規約に規定す

るリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っていま

す。

（４）ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしているため、有効性の

評価は省略しています。

５．中間キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金及び随時引き出し可能な預金並びに容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっています。

（６）重要な会計方針に係る事項に関する注記

- 15 -

いちごグリーンインフラ投資法人（9282）2022年６月期中間決算短信



（７）会計方針の変更に関する注記
収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と

いいます。）等を当中間期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。

　なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前期に係る「収益認識関係」注

記については記載しておりません。

　これによる当中間財務諸表に与える影響はありません。

時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

といいます。）等を当中間期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算

定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。これによる当中間

財務諸表への影響はありません。

　なお、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府

令第61号 令和３年９月24日）附則第４条第５項の規定に基づき、改正後の中間財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則第５条の３の２において準用する改正後の財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則第８条の６の２第１項第３号に掲げる事項の記載を省略しています。
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前 期
(2021年６月30日)

当中間期
(2021年12月31日)

50,000千円 50,000千円

前中間期

自 2020年７月１日

至 2020年12月31日

当中間期

自 2021年７月１日

至 2021年12月31日

Ａ.再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業収益

　　 再生可能エネルギー発電設備等の賃貸収入

　　 （基本賃料） 481,811 477,806

　　 （実績連動賃料） 45,221 49,465

　　 再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業収益合計 527,032 527,271

Ｂ.再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業費用

　　 再生可能エネルギー発電設備等の賃貸費用

　　 （公租公課） 47,839 40,950

　　 （減価償却費） 318,550 318,673

　　 再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業費用合計 366,390 359,624

Ｃ.再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業損益

（Ａ-Ｂ）
160,642 167,647

前中間期
自　2020年７月１日
至　2020年12月31日

当中間期
自　2021年７月１日
至　2021年12月31日

有形固定資産 318,550 318,673

前中間期
自 2020年７月１日
至 2020年12月31日

当中間期
自 2021年７月１日
至 2021年12月31日

発行可能投資口総口数及び発行済投資口の

総口数

発行可能投資口総口数 10,000,000 口 10,000,000 口

発行済投資口の総口数 102,966 口 102,966 口

前中間期
自 2020年７月１日
至 2020年12月31日

当中間期
自 2021年７月１日
至 2021年12月31日

現金及び預金 843,573千円 855,295千円

現金及び現金同等物 843,573千円 855,295千円

（８）中間財務諸表に関する注記事項
（中間貸借対照表に関する注記）
※１.　投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額

（中間損益計算書に関する注記）
　※１．再生可能エネルギー発電設備等賃貸事業損益の内訳　　　　　　　　　　　 （単位:千円）

※２．減価償却実施額は、次のとおりです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

（中間投資主資本等変動計算書に関する注記）

（中間キャッシュ・フロー計算書に関する注記）
※１.　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
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（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）１年内返済予定の

長期借入金
437,312 438,163 851

（２）長期借入金 5,438,101 5,507,992 69,890

負債合計 5,875,414 5,946,156 70,742

（３）デリバティブ取引 - - -

（単位：千円）

中間貸借対照表
計上額

時価 差額

（１）１年内返済予定の

長期借入金
444,277 445,097 819

（２）長期借入金 5,177,998 5,232,254 54,255

負債合計 5,622,275 5,677,351 55,075

（３）デリバティブ取引 - - -

（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項

2021年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。

　なお、「現金及び預金」については現金であるため、「営業未収入金」は短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。

（注）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

（１）１年内返済予定の長期借入金（２）長期借入金

　変動金利による長期借入金は、金利が一定期間毎に更改される条件で借入を行っているた

め、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額によっています。な

お、変動金利による長期借入金で金利スワップの特例処理の対象としているものは（後記「デ

リバティブ取引に関する注記」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合

計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定す

る方法によっています。

（３）デリバティブ取引

　後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。

2021年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。

なお、「現金及び預金」については現金であるため、「営業未収入金」は短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。

（注）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

（１）１年内返済予定の長期借入金（２）長期借入金

　変動金利による長期借入金は、金利が一定期間毎に更改される条件で借入を行っているた

め、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額によっています。な

お、変動金利による長期借入金で金利スワップの特例処理の対象としているものは（後記「デ

リバティブ取引に関する注記」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合

計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定す

る方法によっています。

（３）デリバティブ取引

　後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。
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ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引

の種類等
主なヘッジ

対象

契約金額等
時価

当該時価
の

算定方法うち１年超

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 5,876,412 5,439,025 （注） ―

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引

の種類等
主なヘッジ

対象

契約金額等
時価

当該時価
の

算定方法うち１年超

金利スワップの

特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 5,623,231 5,178,954 （注） ―

（デリバティブ取引に関する注記）
１．ヘッジ会計が適用されていないもの

前期（2021年６月30日）及び当中間期（2021年12月31日）において、該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているもの

前期（2021年６月30日）

（単位：千円）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている１年内返済予定の長期借入

金及び長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、「金融商品に関する注記　

金融商品の時価等に関する事項」における（注）（１）１年内返済予定の長期借入金及び

（２）長期借入金の時価に含めて記載しています。

当中間期（2021年12月31日）

（単位：千円）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている１年内返済予定の長期借入

金及び長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、「金融商品に関する注記　

金融商品の時価等に関する事項」における（注）（１）１年内返済予定の長期借入金及び

（２）長期借入金の時価に含めて記載しています。
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（単位：千円）

用途

前期

自　2020年７月１日

至　2021年６月30日

当中間期

自　2021年７月１日

至　2021年12月31日

太陽光発電設備等

中間貸借対照表計上額

（貸借対照表計上額）

期首残高 9,514,677 8,880,756

期中増減額 △633,920 △316,432

中間期末（期末）残高 8,880,756 8,564,323

中間期末（期末）評価額 10,293,000 10,293,000

（賃貸等不動産に関する注記）
　本投資法人は、再生可能エネルギー発電設備等を保有しています。これらの中間貸借対照表計上

額（貸借対照表計上額）、期中増減額及び時価は、以下のとおりです。

（注１）　本投資法人の保有している不動産は、再生可能エネルギー発電設備の用に供する不動産で

あるため、中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）及び中間期末（期末）評価額につい

ては、再生可能エネルギー発電設備及び不動産の一体の金額を記載しています。

（注２）　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）は、取得原価から減価償却累計額を控除した

金額であります。

（注３）　賃貸等不動産の期中増減額のうち、前期の主な減少理由は減価償却費によるものです。当

中間期の主な減少理由は減価償却費によるものです。

（注４）　前期末評価額は、PwCサステナビリティ合同会社より取得した2021年６月30日を価格時点

とするバリュエーションレポートに記載されたレンジによる評価額から、本投資法人が投資

法人規約第35条第２項第１号に従い算出した中間値の合計額を記載しています。当中間期末

評価額は、PwCサステナビリティ合同会社より取得したバリュエーションレポートに記載さ

れたレンジによる評価額から、本投資法人が投資法人規約第35条第２項第１号に従い算出し

た中間値の合計額を記載しています。なお、バリュエーションレポートにおける価格時点は

2021年６月30日ですが、当該価格時点から一定の評価額や適切に市場価格を反映していると

考えられる指標に重要な変動が生じていないため、当該価格時点における評価額を当中間期

末評価額としています。

なお、再生可能エネルギー発電設備等に関する損益は、「中間損益計算書に関する注記」に記載

しています。

- 20 -

いちごグリーンインフラ投資法人（9282）2022年６月期中間決算短信



（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

いちごECO名護二見発電所合

同会社
165,744

再生可能エネルギー発電設備等の賃

貸事業

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

いちごECO名護二見発電所合

同会社
164,586

再生可能エネルギー発電設備等の賃

貸事業

（セグメント情報等に関する注記）
（セグメント情報）

本投資法人は、再生可能エネルギー発電設備等の賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を

省略しています。

（関連情報）

前中間期（自 2020年７月１日　 至 2020年12月31日）

１． 製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の

90％を超えるため、記載を省略しています。

２． 地域ごとの情報

（１）営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載

を省略しています。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の

90％を超えるため、記載を省略しています。

３．主要な顧客に関する情報

当中間期（自 2021年７月１日　 至 2021年12月31日）

１． 製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の

90％を超えるため、記載を省略しています。

２． 地域ごとの情報

（１）営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載

を省略しています。

（２）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の

90％を超えるため、記載を省略しています。

３． 主要な顧客に関する情報
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前期
（2021年６月30日）

当中間期
（2021年12月31日）

１口当たり純資産額 42,018円 38,777円

前中間期
自 2020年７月１日
至 2020年12月31日

当中間期
自 2021年７月１日
至 2021年12月31日

１口当たり中間純利益 （円） 574 681

中間純利益 （千円） 59,108 70,129

普通投資主に帰属しない金額 （千円） - -

普通投資口に係る中間純利益 （千円） 59,108 70,129

期中平均投資口数 （口） 102,966 102,966

（１口当たり情報に関する注記）

　１口当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

(注１)１口当たり中間純利益は、中間純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定してい

ます。

(注２)当中間期の潜在投資口調整後１口当たり中間純利益については、潜在投資口がないため記載し

ていません。

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（開示の省略）
　リース取引、有価証券、資産除去債務及び収益認識に関する注記事項については、中間決算短

信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しています。
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年月日 摘要

発行済投資口の総口数
（口）

出資総額（純額）
（百万円）(注１) 備考

増減 残高 増減 残高

2017年９月21日

利益を超える金銭

の分配（税法上の

出資等減少分配に

該当する出資の払

戻し）

－ 51,483 △130 4,823 （注２）

2018年１月１日 投資口の分割 51,483 102,966 － 4,823 （注３）

2018年９月20日

利益を超える金銭

の分配（税法上の

出資等減少分配に

該当する出資の払

戻し）

－ 102,966 △224 4,599 （注４）

2019年９月19日

利益を超える金銭

の分配（税法上の

出資等減少分配に

該当する出資の払

戻し）

－ 102,966 △224 4,374 （注５）

2020年９月18日

利益を超える金銭

の分配（税法上の

出資等減少分配に

該当する出資の払

戻し）

－ 102,966 △225 4,148 （注６）

2021年９月21日

利益を超える金銭

の分配（税法上の

出資等減少分配に

該当する出資の払

戻し）

－ 102,966 △226 3,922 （注７）

（９）発行済投資口の総口数の増減
最近５年間の発行済投資口の総口数及び出資総額（純額）の増減は、以下のとおりです。

（注１）出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。
（注２）2017年８月９日開催の本投資法人役員会において、第２期（2017年６月期）に係る金銭

の分配として、１口当たり2,540円の利益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配
に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2017年９月21日よりその支払を開始し
ました。

（注３）2017年12月31日を分割の基準日、2018年１月１日を効力発生日として、投資口１口当た
り２口の割合による投資口の分割を行いました。

（注４）2018年８月10日開催の本投資法人役員会において、第３期（2018年６月期）に係る金銭
の分配として、１口当たり2,180円の利益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配
に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2018年９月20日よりその支払を開始し
ました。

（注５）2019年８月９日開催の本投資法人役員会において、第４期（2019年６月期）に係る金銭
の分配として、１口当たり2,185円の利益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配
に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2019年９月19日よりその支払を開始し
ました。

（注６）2020年８月11日開催の本投資法人役員会において、第５期（2020年６月期）に係る金銭

の分配として、１口当たり2,190円の利益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配

に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2020年９月18日よりその支払を開始し

ました。

（注７）2021年８月13日開催の本投資法人役員会において、第６期（2021年６月期）に係る金銭

の分配として、１口当たり2,195円の利益を超える金銭の分配（税法上の出資等減少分配

に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2021年９月21日よりその支払を開始し

ました。
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資産の種類
地域

（注１）

2021年６月期
（2021年６月30日）

2022年６月期中間期
（2021年12月31日）

保有総額
（百万円）
（注２）

対総資産比率
（％）

保有総額
（百万円）
（注２）

対総資産比率
（％）

再生可能エネルギー

発電設備等

北海道 2,643 25.7 2,543 26.3

関東 364 3.6 350 3.6

中部 405 4.0 391 4.1

中国 1,207 11.8 1,168 12.1

四国 1,252 12.2 1,211 12.5

九州 400 3.9 388 4.0

沖縄 2,606 25.4 2,510 26.0

小計 8,880 86.5 8,564 88.7

預金・その他資産 1,390 13.5 1,089 11.3

資産総額計 10,271 100.0 9,653 100.0

北海道 ： 北海道

関東 ： 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

中部 ： 新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県

中国 ： 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

四国 ： 徳島県、香川県、愛媛県、高知県

九州 ： 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県

沖縄 ： 沖縄県

３．参考情報
（１）運用資産等の価格に関する情報

①本投資法人の資産の構成

（注１）「地域」は、下記によります。

（注２）「保有総額」は中間期末（期末）時点の中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）（減価償

却後の帳簿価額）によっています。
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発電

施設

番号

設備の

区分等
発電施設名称 所在地

敷地面積

（㎡）

（注１）

調達価格

（円/kwh）

（注２）

認定日

（注３）

調達期間

満了日

（注４）

E-01
太陽光

発電施設

いちご桐生奥沢

ECO発電所

群馬県桐生市新里町

奥沢字日光613番４
27,588.00 40

2013年

２月14日

2033年

９月29日

E-02
太陽光

発電施設

いちご元紋別

ECO発電所

北海道紋別市元紋別

43番７他12筆
48,946.89 40

2012年

７月４日

2034年

２月２日

E-03
太陽光

発電施設

いちご室蘭八丁平

ECO発電所

北海道室蘭市八丁平

三丁目43番２

35,801.00

（注５）
40

2013年

２月15日

2034年

３月２日

E-04
太陽光

発電施設

いちご遠軽清川

ECO発電所

北海道紋別郡遠軽町

清川57番１、58番１
27,164.16 40

2013年

３月４日

2034年

３月３日

E-05
太陽光

発電施設

いちご伊予中山町出渕

ECO発電所

愛媛県伊予市中山町出渕

２番耕地249番１他63筆
26,260.77 40

2012年

７月11日

2034年

４月１日

E-06
太陽光

発電施設

いちご中標津緑ヶ丘

ECO発電所

北海道標津郡中標津町緑町

北三丁目１番３他８筆
54,870.00 40

2013年

２月19日

2034年

11月３日

E-07
太陽光

発電施設

いちご安平遠浅

ECO発電所

北海道勇払郡安平町

遠浅691番３他３筆
29,730.72 40

2012年

７月４日

2034年

12月１日

E-08
太陽光

発電施設

いちご豊頃

ECO発電所

北海道中川郡豊頃町

豊頃473番１
29,004.00 40

2013年

２月22日

2034年

12月３日

E-09
太陽光

発電施設

いちご名護二見

ECO発電所

沖縄県名護市字二見

スギンダ240番19
146,217.00 40

2013年

３月15日

2035年

２月１日

E-10
太陽光

発電施設

いちご遠軽東町

ECO発電所

北海道紋別郡遠軽町

東町四丁目９番２他２筆
46,329.00 40

2013年

２月15日

2035年

２月２日

E-11
太陽光

発電施設

いちご高松国分寺町

新居ECO発電所

香川県高松市国分寺町新居

字大平3793番146他40筆
79,340.00 36

2014年

２月20日

2035年

６月１日

E-12
太陽光

発電施設

いちご都城安久町

ECO発電所

宮崎県都城市

安久町4216番５
94,165.00 36

2014年

２月14日

2035年

７月７日

E-13
太陽光

発電施設

いちご豊川御津町

佐脇浜ECO発電所

愛知県豊川市御津町

佐脇浜二号地１番40
19,393.00 32

2015年

２月13日

2035年

９月15日

E-14
太陽光

発電施設

いちご山口秋穂西

ECO発電所

山口県山口市秋穂西

字南横浜3330番１他15筆
19,815.38 40

2013年

３月12日

2035年

12月６日

E-15
太陽光

発電施設

いちご山口佐山

ECO発電所

山口県山口市佐山

字浜附二2460番４他２筆
43,621.00 36

2014年

３月17日

2036年

４月５日

②本投資法人の投資資産

a.所在地、面積、調達価格等

　本投資法人の保有する再生可能エネルギー発電設備等の所在地、敷地面積、調達価格、認定

日、調達期間満了日は以下のとおりです。

（2021年12月31日現在）

（注１）「敷地面積」は、登記簿上の記載に基づいており、現況とは一致しない場合があります。

（注２）「調達価格」は、各保有資産に係る太陽光発電設備における調達価格（ただし、消費税等の額に相当する額を除

きます。）を記載しています。

（注３）「認定日」は、各保有資産に係る太陽光発電設備における認定を受けた日を記載しています。

（注４）「調達期間満了日」は、各保有資産に係る太陽光発電設備における調達期間の満了日を記載しています。

（注５）借地権者（いちごECO室蘭八丁平発電所合同会社）は、電柱３本を設置するために借地権設定者（室蘭市）が所

有する隣地の一部も併せて賃借していますが、当該賃借部分の面積は含まれていません。
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発電

施設

番号

発電施設名称 認定事業者の名称

特定契約の

相手方

の名称

取得

価格

(百万円)

当中間

期末

評価

価値

(百万円)

（注１）

インフラ資産等

の資産の評価に

関する事項

(百万円)

（注２）

(上段：設備)

(下段：不動産)

当中間

期末

帳簿価額

(百万円)

（注３）

E-01
いちご桐生奥沢

ECO発電所

いちごECO桐生奥沢

発電所合同会社

東京電力エナ

ジーパートナ

ー株式会社

489 426
426 350

－ －

E-02
いちご元紋別

ECO発電所

いちごECO元紋別

発電所合同会社

北海道電力

株式会社
495 435

435 358

－ －

E-03
いちご室蘭八丁平

ECO発電所

いちごECO室蘭八丁平

発電所合同会社

北海道電力

株式会社
467 412

412 339

－ －

E-04
いちご遠軽清川

ECO発電所

いちご遠軽清川

ECO発電所合同会社

北海道電力

株式会社
398 342

342 289

－ －

E-05
いちご伊予中山町出渕

ECO発電所

いちごECO伊予中山町

出渕発電所合同会社

四国電力

株式会社
471 419

419 342

－ －

E-06
いちご中標津緑ヶ丘

ECO発電所

いちご中標津緑ヶ丘

ECO発電所合同会社

北海道電力

株式会社
770 675

675 565

－ －

E-07
いちご安平遠浅

ECO発電所

いちご安平遠浅

ECO発電所合同会社

北海道電力

株式会社
441 390

390 325

－ －

E-08
いちご豊頃

ECO発電所

いちご豊頃

ECO発電所合同会社

北海道電力

株式会社
434 386

386 320

－ －

E-09
いちご名護二見

ECO発電所

いちごECO名護二見

発電所合同会社

沖縄電力

株式会社
3,425 3,170

3,170 2,510

－ －

E-10
いちご遠軽東町

ECO発電所

いちご遠軽東町

ECO発電所合同会社

北海道電力

株式会社
464 403

403 344

－ －

E-11
いちご高松国分寺町

新居ECO発電所

いちごECOエナジー

株式会社

四国電力

株式会社
1,124 989

868 735

121 133

E-12
いちご都城安久町

ECO発電所

いちご都城安久町

ECO発電所合同会社

九州電力

株式会社
517 448

448 388

－ －

E-13
いちご豊川御津町

佐脇浜ECO発電所

いちご豊川御津町

佐脇浜ECO発電所合同

会社

中部電力

ミライズ

株式会社

523 435
435 391

－ －

E-14
いちご山口秋穂西

ECO発電所

いちご山口秋穂西

ECO発電所合同会社

中国電力

株式会社
544 502

431 368

70 75

b.取得価格、当中間期末評価価値、当中間期末帳簿価額等

　本投資法人の保有する再生可能エネルギー発電設備等の認定事業者の名称、特定契約の相手

方の名称、取得価格、当中間期末評価価値、インフラ資産等の資産の評価に関する事項、当中

間期末帳簿価額は以下のとおりです。

（2021年12月31日現在）
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発電

施設

番号

発電施設名称 認定事業者の名称

特定契約の

相手方

の名称

取得

価格

(百万円)

当中間

期末

評価

価値

(百万円)

（注１）

インフラ資産等

の資産の評価に

関する事項

(百万円)

（注２）

(上段：設備)

(下段：不動産)

当中間

期末

帳簿価額

(百万円)

（注３）

E-15
いちご山口佐山

ECO発電所

いちご山口佐山

ECO発電所合同会社

中国電力

株式会社
925 857

857 724

－ －

合計 11,487 10,293
10,101 8,355

191 208

（注１）「当中間期末評価価値」は、PwCサステナビリティ合同会社より取得したバリュエーションレポートに記載され

たレンジによる評価額から、本投資法人が投資法人規約第35条第２項第１号に従い算出した中間値を記載してい

ます。なお、バリュエーションレポートにおける価格時点は2021年６月30日ですが、当該価格時点から一定の評

価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていないため、当該価格時点におけ

る評価額を当中間期末評価価値としています。

（注２）「インフラ資産等の資産の評価に関する事項」の上段には、上記（注１）に記載のレンジにより算出した再生

可能エネルギー発電設備及び不動産を含む一体の中間期末評価額から本投資法人が投資法人規約第35条第２項第

１号に従い算出した中間値より、大和不動産鑑定株式会社が算出した不動産鑑定評価額を控除した想定の再生可

能エネルギー発電設備の評価額を記載しており、下段には大和不動産鑑定株式会社が作成した不動産鑑定評価書

に記載の金額を記載しています。なお、不動産鑑定評価書における評価基準日は2021年６月30日ですが、当該評

価基準日から一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていないた

め、当該評価基準日における不動産鑑定評価額を当中間期末評価額としています。

（注３）「当中間期末帳簿価額」の上段には、再生可能エネルギー発電設備の当中間期末帳簿価額を、下段には不動産

の当中間期末帳簿価額を記載しています。
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発電施設番号
ポート

フォリオ
合計

E-01 E-02 E-03 E-04

発電施設名称
いちご
桐生奥沢
ECO発電所

いちご
元紋別

ECO発電所

いちご
室蘭八丁平
ECO発電所

いちご
遠軽清川
ECO発電所

①賃貸事業収益 527,271 21,084 26,483 20,398 17,679

基本賃料 477,806 19,656 19,726 18,373 15,417

実績連動賃料 49,465 1,428 6,757 2,024 2,262

②賃貸事業費用 40,950 1,634 1,667 1,572 1,339

固定資産税 502 - - - -

償却資産税 40,447 1,634 1,667 1,572 1,339

その他費用 - - - - -

③NOI 486,321 19,450 24,815 18,825 16,339

④減価償却費 318,673 14,897 14,748 13,859 11,809

⑤賃貸事業損益 167,647 4,552 10,066 4,965 4,530

発電施設番号 E-05 E-06 E-07 E-08 E-09

発電施設名称
いちご

伊予中山町出渕
ECO発電所

いちご
中標津緑ヶ丘
ECO発電所

いちご
安平遠浅
ECO発電所

いちご
豊頃

ECO発電所

いちご
名護二見
ECO発電所

①賃貸事業収益 21,629 33,057 19,468 17,780 164,586

基本賃料 20,495 28,028 15,914 15,912 164,586

実績連動賃料 1,134 5,029 3,553 1,867 -

②賃貸事業費用 1,565 2,730 1,557 1,535 12,156

固定資産税 - - - - -

償却資産税 1,565 2,730 1,557 1,535 12,156

その他費用 - - - - -

③NOI 20,064 30,326 17,910 16,244 152,429

④減価償却費 13,913 21,882 12,524 12,326 95,354

⑤賃貸事業損益 6,150 8,443 5,386 3,918 57,075

c.個別投資資産の収支状況

　本投資法人が保有する個別の再生可能エネルギー発電設備等の当中間期における収支状況は

以下のとおりです。

（単位：千円）
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発電施設番号 E-10 E-11 E-12 E-13 E-14

発電施設名称
いちご

遠軽東町
ECO発電所

いちご高松
国分寺町新居
ECO発電所

いちご
都城安久町
ECO発電所

いちご豊川
御津町佐脇浜
ECO発電所

いちご
山口秋穂西
ECO発電所

①賃貸事業収益 20,930 48,178 23,399 22,510 23,705

基本賃料 17,452 43,000 21,983 17,598 21,430

実績連動賃料 3,477 5,178 1,416 4,912 2,275

②賃貸事業費用 1,644 3,671 1,805 1,930 2,264

固定資産税 - 204 - - 297

償却資産税 1,644 3,466 1,805 1,930 1,966

その他費用 - - - - -

③NOI 19,285 44,506 21,593 20,580 21,441

④減価償却費 13,079 27,231 14,235 14,238 13,159

⑤賃貸事業損益 6,206 17,275 7,358 6,342 8,282

発電施設番号 E-15

発電施設名称
いちご
山口佐山
ECO発電所

①賃貸事業収益 46,379

基本賃料 38,230

実績連動賃料 8,148

②賃貸事業費用 3,874

固定資産税 -

償却資産税 3,874

その他費用 -

③NOI 42,504

④減価償却費 25,414

⑤賃貸事業損益 17,090
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（２）資本的支出の状況
①資本的支出の予定

本投資法人が保有する再生可能エネルギー発電設備等に関して、現在計画されている主要な保

有資産の資本的支出の予定はありません。

②期中の資本的支出

本投資法人が保有する再生可能エネルギー発電設備等に関して、当中間期の資本的支出として

2,241千円の工事を実施しています。
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